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１．新土留工法の概要

深礎杭の施工において、近年の施工機械の改良およ

び小型化により掘削施工の機械化が可能となってき

た。その結果、孔壁の崩壊防止工についても従来のラ

イナープレート方式にかわり、型枠を用いた直打ち方

式のモルタルライニングまたは吹付コンクリートによ

る新しい土留工法の施工が可能となった（図－１）。

これらの新しい土留工法では、地山の緩みが小さ

く、また杭体と地盤の密着性も確保できることから、

従来の深礎杭設計では考慮が難しいとされていた鉛直

方向の周面摩擦力を設計に取り入れることが可能とな

る。また、耐震設計において地震時保有水平耐力法に

よる照査が義務付けられたことから、深礎杭設計で周

面摩擦力を考慮し地震抵抗を適正に評価することが不

可欠である。

実設計法として、日本道路公団設計要領１）で、モル

タルライニング及び吹付コンクリート施工の深礎杭周

面摩擦力の評価手法が既に提案されており、実施工も

行われている。

北海道開発局においても、他の地方整備局を含めた

全国的な設計基準改訂の考え方に従い、北海道開発局

道路橋設計施工要領２）の深礎杭設計法を日本道路公団

方式に概ね準じた。ただし、その選定手法については、

各機関も含め明確化されていないことから、北海道開

発局道路橋設計施工要領改訂作業部会及び北海道土木

技術会コンクリート研究委員会下部工分科会で一定の

協議を行った。

本報ではその協議結果を踏まえ、現場実務設計者の

ために、深礎杭のモルタルライニング及び吹付コンク

リート施工に伴う杭周辺摩擦力を考慮した設計計算法

の考え方、さらに深礎杭の土留工法選定フロー案につ

いて、予定されている要領改訂に先がけ、ひと足早く

紹介する。

（ａ）従来工法（ライナープレート工法）

グラウト施工の不確実性などから設計上周面摩擦力を

考慮していない

（ｂ）新工法

（モルタルライニング及び吹付コンクリート工法）

設計上周面摩擦力を考慮することが可能である

２．周面摩擦力の設計評価手法

深礎杭の新たな土留工法施工に伴う周面摩擦力は、

せん断抵抗としてケーソン基礎の設計手法３）に準じて

バネ評価される。
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図－１ 深礎坑工法概念図
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考慮される周辺地盤の抵抗要素は、図－２に示した

６種類のバネ要素とする。これらの地盤抵抗要素及び

杭体の剛性は、表－１に示すとおり、それぞれの耐震

性能の照査方法ごとにモデル化し、安定設計を行う。

このことにより、これまで考慮されていなかった深礎

杭周面の地盤抵抗は、土留工法に応じてバイリニア型

のバネモデルとして扱うことが可能となった。

本手法により、深礎杭の周面摩擦力を評価すること

となるため、今後、杭径・杭延長等の杭諸元の経済性

が期待されると考えられる。

図－２ 地盤抵抗要素１）２）

表－１ 杭体と地盤抵抗のモデル化１）２）
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３．深礎杭の土留工法の選定

深礎杭の土留工法は、従来使用されてきたライナー

プレート工法に加え深礎杭周面のせん断抵抗を期待で

きるモルタルライニング及び吹付コンクリートによる

土留工法も含め、現場条件に応じて適切な工法を選定

する必要がある。

工法選定の要因として、①湧水、②孔壁自立性、③

杭径、さらに④施工性・経済性が挙げられる。以下に

基本的な考え方を示す。

① 湧水

湧水、被圧水の有無が施工区分の大きな要因になる

ため、十分な事前調査に基づいた適切な判断が必要と

なる。これは、孔内の水量が多い場合は、掘削及びモ

ルタルやコンクリートの吹付けが困難となることによ

る。基本的には、モルタルライニング・吹付コンク

リートの硬化前にセメント分が流出するほどの湧水量

が無い場合には同工法を適用し、経済設計につとめる

こととする。ただし、大量の湧水がある場合、ライナー

プレート工法の採用について検討することとなる。

ポンプ排水が不可能なほど水量が多い場合には、他

の基礎形式を選定する必要がある。

② 孔壁自立性

モルタルライニング及び吹付コンクリートは、掘削

後打設・吹付けが完了し、モルタルあるいはコンク

リートの強度が発現して土留として機能するまで自立

できるような、自立性の高い地山に対して適用する必

要がある。掘削地盤の主要な部分が、硬岩など明らか

に孔壁が崩壊しない場合や、軟岩においても孔壁の自

立性が保たれることが確認できている場合に、同工法

を採用しコスト縮減につとめる。

事前調査の結果、地山の自立性が期待できない場合

には、ライナープレート等の山留材を用いた土留構造

を検討する必要がある。

③ 杭径

大口径深礎（径５m以上）においては、吹付コン

クリートとロックボルトを併用した土留構造を採用し

た事例が日本道路公団などにおいて報告されている。

大口径深礎においては、施工機械の孔内搬入が可能

なことから、杭体の小規模化によるコスト縮減が期待

されるロックボルトを併用した吹付けコンクリート工

法の採用について検討する。

④ 施工性・経済性

深礎杭の最終的な工法決定に際しては、構造物の諸

元に関わる施工費の経済比較検討もさることながら、

現場条件に応じた「仮設設備」・「施工ヤード」・「段

取り替え」等を含めた安全性・施工性・経済性や、周

辺地形の状態、既存資料などから総合的に検討を行い

決定する必要がある。

４．深礎杭の土留工法選定フロー検討案

前項までで述べた工法選定の要因を、深礎杭の土留

工法選定フロー検討案として取りまとめた（図－４）。

土留工法の選定にあたっては、同フローを参考に、安

全性・経済性・施工性・周辺地形や既存資料などから

総合的に決定するものとする。

この内、岩質判定は地盤の状況を十分に考慮した上

で、判定しなければならない。図－３に設計に用いる

定数等の推定の流れを参考例として示す。

設計に際しては、事前調査（各物理試験、一軸圧縮

試験、RQD、その他必要な調査）から「岩盤の強度

定数の評価」（北海道開発局道路橋設計施工要領２））

等を参考に強度定数を設定し、「せん断定数の測定例」

（日本道路公団設計要領１））と対比することで岩級区

分を推定することができる（表－２参照）。以上のよ

うな各種資料を参考に、設計に必要な定数や条件を定

めることになる。

また、大口径深礎の土留構造選定に際しては、推定

される岩級区分及び地形条件などから、岩盤部土留構

造のパターン例２）などの資料を参照し、地山の状況に

応じた適切な土留構造のパターンを決定することが可

能である。岩級区分と地形条件により土留構造パター

ンを決定することになるため、特に岩級区分について

は慎重な判断が必要である。

事前調査
・各物理試験
・一軸圧縮試験 ・RQD
・その他、判断上必要な調査を十分に実施

図－３ 設計に用いる定数等の推定（参考例）
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図－４ 深礎杭土留工法選定フロー検討案

表－２ 岩盤の強度定数対比表
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※１ 吹付コンクリートやモルタルライニングが硬化するまでの間にセメント分が流出するほど湧水量が多い場合とする。
※２ 岩盤部の土留工法は、岩質判定（岩盤の強度定数の評価：北海道開発局道路橋設計施工要領２））を適切に行い、せん断定数の測定

例（日本道路公団設計要領第二集１））などを参考に選定する。
※３ 孔口部の土留工法は吹付コンクリート＋鋼製リング支保工、またはライナープレート工法のうち経済的となる工法を選定する。
※４ 工法選定に当たっては、安全性のほか経済性、施工性などを考慮して選定する。
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５．おわりに

今回、深礎杭の新しい施工法であるモルタルライニ

ング及び吹付コンクリートの採用に当たり、実務者の

ための土留工法の選定フロー検討案を紹介した。

選定の現場条件は、主に「湧水対策」・「土砂の自

立性」・「杭径」となるが、最終的には「施工性・経

済性」を考慮した技術者の総合的判断に委ねられるこ

とになる。

策定内容については、北海道開発局道路建設課河上

橋梁係長及び室蘭開発建設部道路第１課今井橋梁係長

をはじめとする関係者の指導並びに関係コンサルタン

トと今後の要領改訂に向けた協議を実施していること

を追記する。なお、北海道開発局では、深礎杭のモル

タルライニング施工およびその試験実績が現在までな

いことから、北海道開発土木研究所では土留工法に応

じた設計周面摩擦力の発現を現場調査により検証して

いく考えである。

本成果が、今後の基礎杭設計の一端となれば幸いで

ある。
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